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福岡市中央区天神4-6-7（天神クリスタルビル7F）
TEL（092）721-0644  FAX（092）721-0646

㈱税務研究会　九州支局

※研究会会員特典「無料クーポン」の対象セミナーです。
（クーポンをご利用される場合は、「税務研究会 会員専用サイト」よりお申込みください。）

ご記入いただいた個人情報は、当社商品の案内やセミナー開催に関する情報の提供、当社がおすすめするサービスのご案内に使用させていただくほか、セミナーの講師に提供する
場合がございます。また、登録情報は厳重に管理し、第三者に開示することはございません。個人情報の取扱いに関する詳細は、web（https://www.zeiken.co.jp/privacy/）で
ご確認ください。※ 「E-mail」 欄につきましては、受講票（QRコード付き）をメールでお送りしますので、正確にご記入いただきますよう、お願いいたします。
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個人情報の取扱いについて

「消費税複数税率制度導入後の問題点・留意点と新様式の『消費税申告書・付表等』作成実務」（12/6）研修会申込書 121590

● 講   師   紹   介 ●

　小池税理士法人・代表。大手企業、中小企業の
税務申告代理及び税務相談、経営指導にあたる
一方で、法人税・消費税等に関するセミナー講師
としても活躍中。
　東京税理士会会員相談室委員（法人税）。
【著書】「主要勘定科目の法人税実務対策」「誤り
やすい役員給与の法人税実務」「法人税・消費税
の接点と相違点」「わかりやすい法人税」「誤りや
すい消費税の実務」「消費税の複数税率制度 徹
底解説」（税務研究会出版局）、「寄附金・会費・分
担金・租税公課」「簡易課税制度」（中央経済社）
他多数。

　本年10月から複数税率制度が始まり、実務上の問題点が徐々に生じることが予想されています。また、いよいよ
初めての申告実務を迎えることになります。そこで、当セミナーでは、複数税率制度導入後の実務上の誤りやすい
点を踏まえた上で複数税率制度の再確認をし、新様式の申告書作成方法を記入実習を通して解説します。
　まず、軽減税率対象品目の対象範囲について、最新情報に基づき、判定の誤りやすい点を紹介し、導入後4年間実
施される区分記載請求書等保存方式が対応が適切にされているか再チェックをします。
　次に、税率アップに伴う経過措置、税率アップ前後の取引について、経理処理を中心とした実務対応の問題点・留
意点、さらに、旧税率も含めた複数税率制度における税額計算の流れについても解説します。
　新様式申告書等の内容が非常に複雑になりました。例えば、旧税率（８％）の取引がある場合、一般申告で使用す
るものは、申告書第一表、第二表、付表１－１、１－２、２－１、２－２の６種類になります。簡易課税制度による場
合も6種類となります。
　申告書作成ソフトを利用される方でも、申告書等の記入内容を理解した上でその作成のための正しいデータを
入力する必要があります。そこで、当セミナーでは、新様式の申告書等の相互関連性、転記元と転記先など記入プロ
セスを実習形式で解説します。是非、ご参加いただき、新様式の申告書等の作成方法をマスターしてください。

総務・経理・財務部
職業会計人・同職員　各位

福岡
会場 12月6日（金）

★ 飲食料品など軽減税率対象品目の対象範囲の問題点・留意点を解説します。
★ 導入後４年間の経過的な区分記載請求書等保存方式の留意点を解説します。
★ 旧税率を含めた複数税率制度の税額計算、経理処理の注意点を解説します。
★ 複雑になる新様式の申告書・付表等の作成方法について解説します。
★ 様々な取引に対する税率アップ後の税率適用の注意点について解説します。

税理士

小池　敏範 氏

（１）酒類及び外食を除く飲食料品の範囲の再確認と
　  留意点
　①食品表示法に規定する食品の範囲
　②飲食料品の範囲から除かれる「酒類」の範囲とは
　③飲食料品の譲渡から除かれる「外食」の範囲とは
　④最新の誤りやすい判定事例の紹介
（２）飲食料品と飲食料品以外のもののセット販売
（３）定期購読契約が締結された週２回以上発行される
　  新聞の範囲
（４）課税仕入れをする側の軽減対象品目

（１）区分記載請求書等保存方式の実務上の留意点
　①帳簿、請求書等の追加記載事項
　②請求書、レシート等の表示例
　③記載事項の追記等の実務上の留意点
　④インボイス制度の法定記載事項も具備した先取りの
　　システム改修等
　⑤重要な国税庁の情報（Ｑ＆Ａ等）の再確認
（２）売上税額の計算と仕入税額の計算等
　①売上税額の原則計算と特例計算
　②仕入税額の原則計算と特例計算
　③中小事業者の税額計算の特例
　④地方消費税額も含めた一連の税額計算の流れ

（１）施行日（２０１９年１０月１日）に係る経過措置
　  旅客運賃等、公共料金等の経過措置の適用再確認
（２）施行日のほかに指定日（２０１９年４月１日）も絡む
　  経過措置
　  工事の請負等、資産の貸付け、予約販売、通信販売の
　  適用再確認

（１）資産の譲渡等の時期の原則と特例
（２）控除時期の原則と特例
（３）個別事例
　①施行日の締日が２０１９年１０月途中の場合、②売上側
　　と仕入側とで引渡日の認識が異なる場合、③施行日
　　をまたぐ期間の資産の賃貸借契約の場合、④経過措置
　　の対象とならないメンテナンス等の役務提供、
　　⑤リース取引に係る税額控除、⑥経過措置適用を受け
　　ない雑誌等の年間購読料、⑦短期前払費用その他

（１）旧税率取引を含む一般用申告の記入実習
　①申告書第一表、申告書第二表、付表1-1、1-2、2-1、2-2
　②上記申告書等の相互関係、転記を含めた記入プロセス
　　の確認
　③最終的には申告書第一表の完成
（２）旧税率の課税売上げを含む簡易課税用申告の
　  記入実習
　①申告書第一表、申告書第二表、付表4-1、4-2、5-1、5-2
　②上記申告書等の相互関係、転記を含めた記入プロセス
　　の確認
　③最終的には申告書第一表の完成（消費税の処理等を含む）
（３）旧税率取引を含む中小事業者の一般用申告の
　  記入実習
　①申告書第一表、申告書第二表、付表1-1、1-2、2-1、2-2
　②課税資産の譲渡等の対価の額の計算表〔売上区分用〕
　③上記①、②の申告書等の相互関係、転記を含めた記入
　　プロセスの確認
　④最終的には申告書第一表の完成 他

主 な 研 修 内 容

軽減税率対象品目の範囲の再確認Ⅰ 税率アップ前後の取引に係る税率適用の総点検Ⅳ

新様式の申告書、付表及び計算表の作成の仕方Ⅴ
軽減税率制度の再確認と実務対応Ⅱ

税率アップに伴う経過措置の適用再確認Ⅲ

消費税複数税率制度導入後の問題点・留意点と
新様式の「消費税申告書・付表等」作成実務
～新様式の申告書・付表等の作成方法を記入実習を通じて重点解説～

● 開   催   要   領 ●● 開   催   要   領 ●
日 時

会 場

受 講 料

天神クリスタルビル
福岡市中央区天神４－６－７

申込方法 申込書に記入の上、ＦＡＸまたは郵送でお申込ください。
お申込み受付け次第、請求書と受講票をお送りします。
受講料は、開催日前日迄にお振込みください。

１名様につき（テキスト・昼食・消費税を含む）

2019年12月6日（金）
午前10時～午後4時30分

●キャンセルの場合は、開催日の前営業日15時までにご連絡ください。
　（受講料ご返金の際の振込手数料はお客様負担となります。）
●代理の方のご出席もお受けいたします。
●当日欠席された場合は、返金は致しかねますのでご了承ください。

３５，７００円 ［会員：３１，３００円］
※書籍「〈改訂増補版〉消費税の複数税率制度 徹底解説」
（2019年9月発行）」をサブテキストとして使用します。


